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第4章  事業効果 

4-1 方針別投資必要額 

・本計画に位置づけた施策の実施にあたり、計画期間 10 年間の投資必要額は下記のとおりで

ある。 
・平成 30 年度～令和４年度までの前期５箇年は実施額、令和５年度～令和９年度までの後期

５箇年は計画額を積み上げている。 

・下記の投資必要額については、県及び市町村事業の合計額となっており、国直轄事業は含

んでいない。 
・基本方針に基づき、本県の道路整備において計画期間 10 年間の投資必要額は、合計で 4,510

億円と試算している。 
・なお、当該必要額は、計画期間 10 年間で実施可能な事業量の目安を示したものであり、実

施予算を担保したものではない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【方針１】 

観光をはじめとする様々な産業の振興を支える道路 

 

１，１１０億円 

【方針２】 

災害に強く安全、安心な暮らしを支える道路 

 

６７０億円 

【方針３】 

人及び環境に優しく、快適な暮らしを支える道路 

 

２，１００億円 

【方針４】 

離島地域の生活を支える道路 

 

６３０億円 
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4-2 整備目標 

・令和４年度より新･沖縄 21 世紀ビジョン実施計画において成果指標・活動指標を掲げてい

ることから、後期計画の策定に際し、下表に示すとおり指標の統一を図ることとする。 
・なお、当初設定の指標について、令和３年度末時点の状況を次頁に示す。 

【後期】 

 
※1 基準年をゼロに設定した指標である。 

※2 近年の進捗状況･実績等を踏まえて目標値を再設定 
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【前期】 

 
※1 国土交通省が指定する第 4次及び次期社会資本整備重点計画における事故危険箇所を対象とする 

※2 目標年における利用客数は、2017 年度の利用客数に、2030 年度における延長事業に伴う利用客数の予測値

を上乗せした数値である 

 


